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ＪＡ長野県営農センターとは

ＪＡ長野県営農センター
センター長：全農

営農企画グループ
グループ長：中央会 7名

担い手支援グループ
グループ長：中央会 6名

農業振興グループ
グループ長：全農 7名

• 農業経営指導
• 簿記システム
• 専任部署設置
• コンサル事業

• 体制整備
• 専任部署設置
• 農業法人協会

農業経営
管理支援

出向く体制
サポートセ
ンター

農業振興ビ
ジョン

• 統一募集活動

• インターンシッ
プ

• 営農指導ス
タートアップ

• 営農技術員研
修体系による
研修実施

• 農業振興ビジョ
ンの策定

• 農業開発基金

• 新規就農者確
保・育成

• 集落営農・ＪＡ
出資農業法人

• 農業労働力確
保

• 農業作業安全
運動、農業労
災加入

生産振興 安全安心
対策

• 果樹振興
• 野菜振興

• 環境配慮型農
業の推進

• ＧＡＰ推進

• トレーサビリ
ティ

• 安全安心シス
テム

• 廃プラ処理関
係



県内における農作業死亡事故発生数



農作業死亡事故の機種別・時期別発生状況



農業所得増大への取組み

生産から販売までの一貫体制

生産 流通 販売

担

い

手

出向く体制 マーケティング 消

費

者多様な流通形態 多様な販売先

ＪＡ
ＪＡ長野県営農センター

中央会・信連・全農長野・共済連
（ＪＡ・県域、各事業一体的）

品目・技術・資材
資金提案・支援

消費者・実需ニーズの
把握

国による米の
生産数量目標
廃止

総合供給産地
の競争力強化

畜産酪農生産
基盤の縮小

課題解決

園芸産地の
活性化

畜産酪農生産
基盤の維持

目的別のグルー
プ化

生産コスト削減

販売力強化

必要な資金対応

重点品目の提案

営農指導の強化物流コスト削減

労働力確保

目的

農
業
所
得
の
増
大



具体的な取組み事項

1. 重点品目の提案による生産振興

2. 営農指導体制の強化

3. 生産振興に必要な資金対応

4. 生産力維持のための担い手育成・支援

1. 労働力派遣・確保対策の実施

2. 新規就農者研修の実施

3. 農地利用円滑化事業等の活用

4. 農作業安全啓発活動の取組み

5. 総合的なコストの低減

6. 所得増大を目指した販売力強化

7. 目的別のグループ化と複数共計

8. 物流コストの削減



農業経営・担い手支援専任担当部署

【地域支援班】

産地の中心的な担い手
（農業法人・認定農業者・集落営農など）

【ＪＡ農業経営・担い手支援専門部署】
普及センター

（市町村・農業
委員会など）

営農指導（経営管理・技術）・販売
・生産資材・信用・共済事業のチ
ーム

関係機関との連携

直轄
【担当役員】

専門部署の機能
各種情報伝達
ニーズの把握

経営力把握
（簿記・分析・診断）

農業経営コンサル（経営
計画策定支援・税務相談
・法人化支援・資金・労働
社会保険・記帳代行・農
地の利用調整・労働力の
斡旋等提案型コンサルと
進捗管理）

販売・生産資材・資金等
の部門間連携と事業提案

【ＪＡ長野県営農センター】

農業経営管理・担い
手支援専門部署

県農政部

中央会・各連

出向く体制コンサルの実施



ＪＡが取組む就農者確保モデル
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農作業安全啓発活動への取組み

• 農作業事故は担い手の高齢化に伴い増加傾向にある
が、農作業安全対策は組合員の生命・身体・財産に重
大な影響を及ぼす課題と位置付け、農作業安全に対す
る意識を高め、農業機械・農薬の安全使用について知
識を深めることにより、農作業事故の撲滅を目指す。ま
た、万が一の場合に備えたＪＡ共済による保障の提供、
労災加入をすすめる。

– 農作業事故防止運動月間にあわせた広報誌等での啓発活動

– 農機安全使用・メンテナンス講習会の実施

– 農薬安全使用・適期防除講習会の実施

– ＪＡ共済、労災の加入推進



資材店舗での陳列コンテスト



様々な機会を捉えて安全講習の実施



担当者研修の開催



農業労災への対応

• 昭和59年に県内きのこ農家の圧力釜爆発事故をきっかけに、き

のこ栽培農家は食品製造業者として、行政指導で雇用労働者に
対する労災加入や中小事業主の特別加入が義務付けされ、ＪＡ
中央会の対応策として、「長野県農業労働保険事務組合」を設立
した。

• 平成3年4月に労災補償制度の一部改正により、一般農作業を対

象にした「特定農作業従事者」の特別加入制度が新設され、ＪＡグ
ループとして①特定農作業従事者、②指定農業機械作業従事者
、③中小事業主等の特別加入のいずれかを農業経営の内容に
応じて選択・加入する運動を展開した。

• また、労災加入農家が30戸以上あるＪＡでは、「労働保険事務組

合」を設立して事務処理を行うとともに、加入者による「農業労災
保険加入組合」（特別加入団体）を設立した。



農作業安全運動の取組み（平成28年度）

ＪＡ名

労災保険の事務取扱 農作業安全への取組み具体策

労働保
険事務
組合

特定農
作業従
事者

指定農
業機械
作業従
事者

中小事
業主等

農家が
雇用して
いる従業
員

１．年間
取組み
計画の
策定

２．事故
発生状
況の把
握

３．春・秋
の重点
期間の
設定

４．広報
誌への
記事掲
載

５．ポス
ター、の
ぼり旗等
による啓
発

６．農作
業安全に
関する研
修会・座
談会等
の実施

７．資材
店舗にお
ける安全
資材の
推進

Ａ ○ 60 568 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｂ ○ 160 33 60 188 

Ｃ ○ 81 17 121 199 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｄ ○ 7 38 1 23 ○ ○ ○ ○ ○

Ｅ ○ 202 218 71 77 ○ ○ ○ ○

Ｆ ○ 304 89 6 218 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｇ ○ 1 7 ○ ○ ○

Ｈ ○ ○ ○

I ○ 168 36 57 192 ○ ○ ○

Ｊ ○ 33 3 ○ ○ ○

Ｋ ○ ○ ○

Ｌ ○ 72 7 18 10 ○ ○ ○ ○

Ｍ ○ 52 22 22 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｎ ○ 60 87 20 24 ○ ○ ○

Ｏ ○ 95 52 97 240 ○ ○ ○ ○

Ｐ ○ 13 357 164 664 ○ ○ ○ ○

計 14 1,308 956 1,215 1,835 3 9 8 11 15 13 6



課題と対応策

課題 対応策

１ 農作業事故防止の啓
発活動の活性化

① ヒヤリ・ハット情報の収集と活用

② ＧＡＰガイドラインにもとづく生産者
チェックシートの作成と活用

③ 生産資材店舗などでの農作業安全
陳列コンテストの実施

２ 農作業安全運動担当
者の育成

① 農作業安全担当者研修の開催
② 研修資材の作成

３ ＪＡ共済による保障の
提供、労災加入促進

① 農業労災担当者研修の開催
② 推進チラシの作成・配布


